
国土強靱化に資する民間の取組促進の検討について（案）

【趣旨】

【検討体制】

〇懇談会委員数名をメンバーとする民間の取組促進WG(仮称)を開催し検討する。
※懇談会委員のほか、関係府省庁からの参加も想定している。

○平成２７年末を目途に取りまとめを行う。なお、取りまとめを待たずして、速やかに実
施に移すべき方策は、平成２８年度概算要求及び税制改正要望等に反映させる。

〇民間企業等の国土強靱化に資する取組（以下「民間の取組」という。）は、各分野に多
様なニーズを生み出し、これが新たなイノベーションや更なる民間の投資の拡大をもた
らすことにより、民間事業者の災害対応力の向上等を通じて、競争力の強化につながる
など、我が国の持続的な経済成長に貢献することが期待されている。
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○ 民間の取組を促進するため、今年度は、政府における民間の取組促進施策の現状を把握
し、民間取組事例を収集した。現在、収集した民間取組事例から得られた内容や課題等
について整理している。

○ また、本日、本懇談会に対し報告された地域活性化連携ワーキンググループの提言にも、
強靱化における民間投資の拡大につなげる方策など、民間の取組促進にも関係のある内
容が多く含まれており、具体化が求められている。

○ このため、収集した民間取組事例や上記提言も踏まえ、民間の取組を推進するための具
体的な方策について検討し、取りまとめる。



国土強靱化に資する民間の取組促進の検討について（案）

【主な検討テーマ（例）】

○ 収集した民間取組事例から得られた内容を如何に他の多くの民間事業者に広めていくのか。

○ 収集した民間取組事例から得られた課題を如何に解決するのか。

○ 災害時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時における競争力の向上等の効
果も有する強靱化投資の価値を如何に民間事業者に認識してもらうのか。

〇 民間の取組を如何に商品やサービス等に関する需要の創出、我が国の中長期的な経済成
長に結び付けるか。
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